
　中山間地域等直接支払交付金実施要領（平成１２年４月１日付け１２構改Ｂ第３８号）

第１２の規定により、令和６年度の実施状況を下記のとおり公表する。

記

１　集落協定の概要

（１）協定締結数 （単位：協定・%）

（２）協定参加者数 （単位：人・%）

２　協定農用地の基準別の面積及び交付金額

（１）協定農用地の基準別の面積 （単位：ha）

計

計

計

（２）交付金額 （単位：協定・千円）

（参考）１協定あたり平均面積・交付額 （単位：ha・千円）

令和７年８月２０日

　東　温　市

体制整備単価集落 基礎単価集落

協定数 34 0

体制整備単価集落

協定数割合 100.0 0.0

体制整備単価集落 基礎単価集落

参加者数 667 0

参加者数割合 100.0 0.0

基礎単価集落

387.6 0.0急傾斜

田 15.6 0.0

14.1 0.0

403.2 0.0

平均面積 13.3 0.0

35.4 0.0
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体制整備単価集落 基礎単価集落
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平均交付額 2,740 0

令和６年度中山間地域等直接支払制度の実施状況について
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４　農業生産活動等の実施状況

（１）耕作放棄の防止等の活動

（２）水路、農道の管理活動
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作業道の設置、排水改良等簡易な基盤整備を行う。
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協定農用地における農業生産活動が維持されるよう担い手（認定農業者、こ
れに準ずるものとして市町村長が認定した者、第３セクター、特定農業法
人、農業共同組合、生産組織等）を確保する。

項　　　　　　　　目

既荒廃農地を協定農用地に含めない場合には、協定農用地に悪影響を与えな
いよう草刈り、防虫対策等の保全管理を行う。

農地法面の崩壊を未然に防止するため、集落内の担い手を中心に定期的な点
検を行う。

協定農用地への柵、ネット等の設置等により鳥獣害防止対策を行う。

限界的農地については、林地化等（そのための買い上げを含む。）を行う。

15

その他（土地改良事業、災害復旧及び地目変換（田から畑等へ）等）

集落の新たな雇用創出や地域経済の活性化に資する地場農産物の加工・販売
を行う。

耕作放棄されそうな農用地については、集落内外の担い手農家や第3セク
ター等による利用権の設定等や農作業の委託を行う。

既荒廃農地を協定農用地に含める場合には、荒廃農地の復旧、畜産的利用又
は林地化を行う。

水路清掃、水路草刈り

農道草刈り



（３）多面的機能を増進する活動

５　農業生産活動等の体制整備の実施状況

（１）農業生産活動等の体制整備として取り組むべき事項
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粗放的畜産を行う。

要件を全て満たす集落戦略が市町村に提出済み

集落において作成中

魚類 ・ 昆虫類の保護を行う （ビオトープの確保）。

冬期の湛水化、不作付地での水張り等の鳥類の餌場の確保を図る。

0.0

堆きゅう肥の施肥、拮杭植物の利用、アイガモ ・ 鯉の利用、輪作の
徹底、緑肥作物の作付け等を行う。

その他
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集落から市町村に提出があり、市町村から指導助言を実施中

実施率
（％）

項　　　　　　　　目

棚田オーナー制度の実施、市民農園 ・ 体験農園の開設 ・ 運営を行
う。

景観作物を作付ける。

土壌流亡に配慮した営農を行う （等高線栽培、根の張る植物を畝間
に植栽）。

体験民宿を実施する （グリーン・ツーリズム）。

農地と一体となった周辺林地の下草刈り等を行う。



３　各集落への交付額

（１）対象農地面積及び交付額

（㎡） （千円） 共同配分 個人配分 （㎡） （千円） 共同配分 個人配分

1 上林 1,334,230 31,023 30 70 18 井内上成 46,699 930 40 60

2 下林上 500,077 8,583 62 38 19 問屋坂の上 28,407 435 49 51

3 下林下 73,758 1,525 10 90 20 除ケ 26,614 463 30 70

4 則之内 278,068 5,700 40 60 21 荒木谷・麓 40,865 858 30 70

5 和田丸 149,375 3,016 45 55 22 問屋黒岩 41,818 637 30 70

6 板屋ノ子 51,706 863 50 50 23 日浦堂坂井手 56,922 985 49 51

7 井内下大根木 33,511 394 49 51 24 日浦下日浦 17,663 312 20 80

8 井内中 145,497 2,741 20 80 25 日浦中組 36,425 381 30 70

9 井内上大平 113,644 1,573 40 60 26 上徳吉 21,474 451 30 70

10 鳥の子 85,142 1,827 40 60 27 保免 56,449 1,016 40 60

11 前松瀬川 308,546 6,414 40 60 28 井内西中野 64,218 1,235 30 70

12 奥松瀬川 277,829 7,864 65 35 29 井内西黒岩 67,826 998 40 60

13 宝泉 88,270 1,830 30 70 30 井内上恵良 46,295 665 30 70

14 狩場宝蔵寺 64,774 1,268 20 80 31 土谷 97,116 1,993 48 52

15 音田 100,586 2,175 40 60 32 旦之上 89,259 1,784 45 55

16 井内下七界 21,716 367 49 51 33 狩場 64,984 1,104 40 60

17 奥上惣田谷 63,487 1,080 20 80 34 樋口西山田 32,819 652 30 70

（２）加算措置

1           

4           

1           

（３）共同取組活動に配分された交付金の使途

割合（％）集落協定名 割合（％）集落協定名
交付額面積 面積

超急傾斜農地保全管理加算

生産性向上加算

棚田地域振興活動加算

交付額

役員報酬 研修会費
農道水路管

理費
農地管理費

鳥獣害防止
対策費

共同利用機
械購入等費

共同利用施
設整備等費

多面的機能
増進活動費

土地利用調
整関係費

法人設立関
係費

農産物等販
売促進費

都市農村交流
促進関係費

その他 積立・繰越

協定数 33 2 28 18 18 2 6 14 0 0 3 2 10 21

97.1%割　合 5.9% 17.6% 41.2% 0.0% 0.0% 8.8% 5.9% 29.4% 61.8%5.9% 82.4% 52.9% 52.9%


